
 

 

生産性向上特別措置法に伴う市内中小事業者等の設備投資支援について 

 

第 196 回通常国会に提出され、平成 30 年５月 16 日に成立した「生産性向上特別措置法（以下、

本法）」への本市の対応について、御報告します。 

なお、平成 30 年度の地方税法等の改正に伴う横浜市市税条例等の改正については、別途、政策・

総務・財政委員会で御審査いただいています。 

１ 背景 

政府は、昨年 12 月に「新しい経済政策パッケージ」を取りまとめ、その中で、平成 32 年度

までを「生産性革命・集中投資期間」として、あらゆる政策を総動員することとしています。 

これを受けて、本法により、我が国の産業の生産性を短期間に向上させるため、中小企業の

設備投資が支援されます。 

さらに、これを後押しするため、地方税法において、償却資産に係る固定資産税について、市

町村が条例で課税割合を定めることを可能とする特例措置が講じられました。 

２ 概要 

  平成 30 年度から平成 32 年度までの３年間に、市内中小事業者等が本法に基づき生産性向上

に資する設備投資を行う場合の支援は次のとおりです。 

（１）支援対象 

労働生産性年平均３％以上の向上を見込む「先端設備等導入計画」について、本市の認定

を受け、これに基づき先端設備等を導入する中小事業者等 

（２）支援措置 

支援対象者は、次の支援措置を受けることができます。 

ア 国の各種補助金の優先採択 

  国の「ものづくり・サービス補助金」等の採択審査時に加点（優先採択）されます。 

 

 

 

 

 

イ 制度融資における新たな資金メニューの拡充 

本市の制度融資である「経営力サポート資金」の融資対象に、認定された「先端設備等

導入計画」に基づき先端設備等を導入する中小事業者等を新たに追加します。 

ウ 固定資産税の特例措置の創設 

        横浜市市税条例の改正により、認定された「先端設備等導入計画」に基づいて、中小事業

者等が取得した先端設備等に係る固定資産税の課税割合をゼロとします。 

なお、固定資産税の特例措置を受けるには、「先端設備等導入計画」の認定を受けた上で、

対象設備の最低取得価格など、一定の要件を満たす必要があります。

【期間】生産性向上特別措置法の施行の日から平成 33 年３月 31 日まで 

【適用】新たに固定資産税が課されることとなった年度から３年度分  
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優先採択の対象となる国の補助金 
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※ 正式名：戦略的基盤技術高度化支援事業（サポーティングインダストリー) 
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【参考１】生産性向上特別措置法のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考２】主なスケジュール 

 

 

◆ 市内中小企業の生産性向上のために、経済局としても設備投資を後押しする本法の活

用に向けて、ホームページやメールマガジンによる周知等、積極的に広報・啓発してい

きます。 
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     【第２回市会定例会】 

本市が課税割合を 

ゼロにする意向を表明 
事業者の 

導入計画を認定 
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生産性向上特別措置法公布・施行 

3/7 

優先採択において、事業所の所在する自

治体が固定資産税の課税割合をゼロとす

る意向を示していること等を加味 

【１次採択】  【交付決定】 

(2/28～) 4/27 

【１次公募】

優先採択された事業者は、課税割合

をゼロとする条例が成立している 

ことが、交付決定にあたり必要 

課税割合の設定 

【導入促進基本計画の策定】 


